
1 　はじめに
　2013 年 4 月，安倍内閣は，女性に復職を促し，労
働力人口の減少に歯止めをかけるため，育児休業制度
を 3 歳まで延長する方針を決めた。しかし日本経済新
聞の調査によると，その評価は 36.7％と低い。評価し
ない理由のひとつとして，「3 年も休んだら円滑な職
場復帰は困難になる」というものが挙げられた。
　3 年の育児休業制度に政策効果はあるだろうか。
　今回は，育児休業が 3 年になって久しい，ドイツに
おける産前産後休暇制度の拡充の政策効果を定量的に
分析した，Schönberg and Ludsteck（2014）を紹介す
ることで，育児休業延長の政策効果について考えてみ
たい。

2 　ドイツの産前産後休暇制度
　ドイツでは，1993 年から既に育児休業（産後休暇）
が 3 年に延長されており，その政策効果を分析するた
めの蓄積があるといえる。
　1950 年代半ばのドイツでは，出産 6 週間前と 8 週
間後に母親は有給休暇を取得する資格があり，給付金
は休暇前の 3 カ月間の平均賃金が全額支払われた。後
の 1979 年 5 月に産後休暇は 8 週間から 6 カ月に延長
され，給付金は 8 週目までは前回同様，その後 6 カ
月目までは毎月 750DM が支払われた（改正 1）。1986
年 1 月，産後休暇期間は 10 カ月に延長された。この時，
給付金は 3 カ月から 6 カ月までは最低 600DM，10 カ
月までは最高 600DM 支払われた（改正 2）。同時期，
西ドイツの Baden-Württemberg 州では，改正 2 に加
え，10 カ月から 22 カ月の間に毎月 400DM が支払わ
れた（改正 3）。1990 年までに，休暇期間は産後 18 カ
月に延長され，給付金はこれまでに加え，18 カ月ま
では最高 600DM 支払われた。1992 年 1 月，休暇期間
は 36 カ月まで延長，給付金は 1990 年と同額で，18
カ月以降は無給であった（改正 4）が，1993 年 1 月に
は給付期間が 24 カ月まで延長された（改正 5）。

　本稿では，上記の改正 1 から 5 を分析対象としている。

3 　データとモデル
　本稿で使用されたデータは，ドイツの Institute 
Labor Market Research（LAB）の社会保障記録より
得られたものである。今回は，1976 年から 1994 年の
間に産前産後休暇に sign up している西ドイツの女性
労働者で 16 歳から 45 歳までの者を対象としている。
サンプル数は，最終的に毎月 13,000 以上となった。
一方，このデータには子どもに関する直接的な情報が
ないため，産休を申請している女性を選んでいるもの
の，取得した休暇が産前産後休暇でないものも含まれ
る可能性がある。また，産休は出産予定日の 6 週間前
から取得できることを利用して，出産月は休み始めた
月の 6 週間後としている。
　本稿では，出産したと考えられる月の後，2 カ月連
続で働いた場合，労働市場に戻ったとする。週 30 時
間以上働けばフルタイム，週 20 時間から 30 時間まで
働けばパートタイム勤務と定義した。出産 t 月後の労
働収入は，もしその月に母親が働いていればその月の
賃金，働いていなければ 0 としている。
　 本 稿 は，difference-in-difference（DID）1） に よ り，
産後休暇の延長が出産後の母親にどのような影響を及
ぼしたかを推計している。まず，産休制度が変化する
3 カ月前から 3 カ月後 2）に出産した母親の状況を比較
する。単純比較では，制度の改正による変化以外の時
間的変化も含まれるため，改正が行われなかった年の
同じ月に出産した母親の状況を比較したものをコント
ロールグループとし，これらを比較した。
　産休を申請した母親について以下のモデルで推定する。

Yi
Mother
t　　 ＝�α0

ML
t ＋α1

ML
t Cohorti＋α2

ML
t Monthi＋α3

ML
t Cohorti 

×Monthi＋x'iα4
ML

t ＋u i
ML
t

x'i は出産前の母親の特徴，Cohorti は産休制度の改正
に影響を受けたと思われるコーホートを 1，Monthi は
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改正が施行された月の後に出産していれば 1 である。
改正 4 を例にあげるなら，Cohorti は 1991 年 10 月か
ら 1992 年 3 月 3）に出産した母親，Monthi は 1 月から
3 月に出産した母親ということになる。ここで注目す
べき DID 推定量はα3

ML
t である。この推計を各改正ごと，

出産 t 月後ごとに行う。これらには改正の前後 3 カ月
に出産した全ての母親のサンプルが含まれる。コント
ロールグループは，改正の 1 年前又は 1 年後の同じ月
に出産した母親で構成されている。

4 　結論
　まず改正 1 において，以前の制度では復職すべき出
産 3 カ月後で，30.5％ポイント復職割合の減少がみら
れた。改正 2 の後，以前なら復職するはずだった，出
産 7 カ月後においては 27.5％ポイント，改正 3 におい
ては出産 7 カ月後に 30.3％ポイント，改正 4 では，出
産 19 カ月後には 9.6％ポイント，改正 5 では 5.8％ポ
イントの減少が見られた。これにより，産休期間が
10 カ月あたりまでは制度を利用して，子どもとの時 
間を過ごした者が多く，政策効果があったが，産後休
暇期間が 36 カ月に延長されても，それによる休暇の
延長割合の変化は少なかった。産後休暇を 36 カ月に
延長することに対する政策効果は低いといえるだろ
う。長期的な効果を確認すると，改正 1，2，4，5 は 
産後 52 カ月，76 カ月までに復職した割合をわずか 1.2％
ポイント減少させるにとどまる一方，改正 3 は出産後
52 カ月で 4.5％，76 カ月で 3.8％の減少となった。
　第 2 子（第 3 子）出産などの理由で，一度復職して
離職したものの割合の変化を，出産 t 月後まで働いて
いる割合の変化で確認する。すると改正 1，2，4，5
においては，統計的に有意な変化はみられなかった一
方，改正 3 では，出産後 28 カ月で 3.0％ポイント，76
カ月で 2.3％ポイントの減少が見られた。つまり改正
3 においては，次の出産などの理由で再び離職する割
合が増加している可能性が考えられる。
　次にフルタイム就業者の割合の変化をみると，改
正 1 の後，出産 3 カ月後に復職した母親のフルタイム
割合に 21.3％，改正 2 の後，7 カ月後に復職した者の
フルタイム割合に 17.9％の減少がみられたが，この減
少はこの時期に就業している者の減少割合（28.4％，
26.9％）より小さい。フルタイム就業者が再びフルタ
イム就業に戻る割合は全休に比べて高いと考えられ
る。長期的にみると，改正 1，2，4，5 は統計的に有

意ではないが，改正 3 では，出産 76 カ月後の母親で
1.8％ポイントの減少が見られる。しかしこれも，継
続就業者の減少割合（2.3％）と比べると小さい。
　賃金の変化について簡単に紹介しておく。改正 1 に
おいては出産後 28 カ月と 52 カ月で約 1 から 2％ポイ
ントの収入源がみられ，改正 2，4，5 では統計的に差
は見られなかった。一方改正 3 では出産後 28 カ月で
約 3％ポイントの収入の減少効果が見られた。この結
果については，産後休暇制度の拡大によって出産後の
母親の就業形態が変化するというセレクションバイア
スに留意する必要がある。

5 　まとめ
　本稿では，ドイツで行われた産前産後休暇制度の 5
つの改革の政策インパクトが調べられた。改正 1，2，4，
5 では，改革直後の月で母親が産後休暇を延長させる
効果が見られたが，出産後 3 年から 6 年後にはほとん
ど影響を及ぼさなかった。また，改正 3 においては，
短期，長期全てにおいて統計的に政策効果が確認され
た。この知見を基に日本の育児休業制度について考察
すると，1 年は政策効果が見られるものの，3 年延長
には政策効果が見込まれない可能性があるだろう。
　ドイツは，1992 年には，既に産後休暇が 3 年に延
長されており，その政策効果を推計可能なデータの蓄
積があった。また，産後休暇期間を変化させず給付金
の支給期間を変化させるなど，政策変更のバラエティ
もある。本稿の知見は，日本の育児休業制度の政策分
析において参考になると考える。

 1）DID に つ い て は，Khandker,Koolwal and Samad（2010）
が参考になる。

 2）データからは実際の出産日を知ることができないため，改
正の前後 1 カ月に出産予定日を迎えたと考えられるサンプル
は除外している。

 3）2）に同じ。
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